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Ⅰ. 問題と目的 

1. わが国における少子高齢化と地域過疎化問題

わが国において近年の少子高齢化は深刻な社会問題である。

「出生数は減少を続け、平成 72（2060）年には、48 万人になると推計されている。この

減少により、年少人口（0～14 歳）は 58（2046）年に 1.000 万人を割り、72（2060）年に

は 791 万人と、現在の半分以下になると推計されている（内閣府，2015）」等のデータから

見ても、少子化は今後更に進行し、更に多くの問題を引き起こすことが危惧されている。 

総務省過疎問題懇談会（2015）は、「人口減少と高齢化は、まず地方において顕著になり、

地域コミュニティや生活基盤の崩壊・消滅の危機という形として現れている」としており、

具体的には「日本全体の人口が平成 16 年（2004 年）をピークに急激な減少局面に突入して

いる中、平成 47 年（2035 年）、平成 52 年（2040 年）に向けて、過疎地域の人口は、引き

続き全国に比較して減少率が大きいことが予想されている。また、国土審議会政策部会長期

展望委員会の推計でも、2050 年までに、現在、人が居住している地域の約 2 割が無居住化

すると予測されている」と述べている。同懇談会はこの事態を防ぐため「集落ネットワーク

圏の形成」等の施策を提案する等、官民一体となった取り組みが様々な観点から行われてい

る。 

2. 過疎地域の増加に対する教育行政の対応

過疎地域の増加を背景に、中央教育審議会初等中等教育分科会（2015a）は、「公立小学

校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引（以下，学校規模適正化の手引き）」を作
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成した。その中で、「児童生徒が集団の中で、多様な考えに触れ、認め合い、協力し合い、

切磋琢磨することを通じて一人一人の資質や能力を伸ばしていくという学校の特質を踏まえ、

小・中学校では一定の集団規模が確保されていることが望ましい」ことを学校規模適正化の

理由とし、学校教育法施行規則第 41 条で適正規模と規定されている 12～18 学級に満たない

小規模校は統廃合を推し進めるべきと述べている。 

一方で「同時に、小・中学校は児童生徒の教育のための施設であるだけでなく、各地域の

コミュニティの核としての性格を有することが多く、防災、保育、地域の交流の場等、様々

な機能を併せ持っています」と述べており、学校の統廃合に当たっては保護者や地域住民の

十分な理解と協力を得るなど丁寧な議論を行う必要があると各市町村に伝達している。また

上述の理由に加え、「特に山間へき地、離島といった地理的な要因や、過疎地など学校が地

域コミュニティの存続に決定的な役割を果たしている等の様々な地域事情により、学校統合

によって適正規模化を進めることが困難であると考える地域」においては、「地域とともに

ある学校づくり」を優先し小規模校を存置することを認めている。 

小規模校を存置する場合は「学校が小規模であることのメリットを最大化するとともに、

具体的なデメリットをきめ細かく分析し、関係者間で十分に共有した上で、それらを最小化

するような工夫を計画的に講じていく必要があります」とし、メリットを最大化しデメリッ

トを最小化する必要があると指摘している。 

 

3. 全国における存置する小規模校の実態 

中央教育審議会初等中等教育分科会（2015b）が平成 26 年に実施した全都道府県教育委員

会を対象とした調査のうち、「地理的理由等により統合の検討対象とすることが困難な小規

模校」の有無を尋ねたところ、47 都道府県中 38 ヵ所が「一部の市区町村に存在する」と回

答し、2 ヵ所が「多くの市区町村に存在する」と答えた。一方で、「都道府県として小規模

校のメリットを生かし、デメリットを克服するための積極的な取組を行っているか」という

質問に対し、「行っていない」という回答が 31 ヵ所に上った。このことから、「小規模校

のメリット最大化・デメリット最小化」のための取り組みが多くの教育委員会でなされない

まま、小規模校における教育活動は適正規模校における教育活動に対してデメリットが過大

であると判断され、統廃合が進められていると読み取れる。一部の都道府県教育委員会では、

存置の可能性がある小規模校のメリット最大化・デメリット最小化のための方策を取ってい

ないことが推測される。 

「学校規模適正化の手引」において、小規模校を存置する場合のメリットが 9 項目挙げら

れており、存置する小規模校のメリットを最大化するための実践例も提示されている。しか

し、「家庭や地域における子供の社会性育成機能が弱まっているため、学校が小規模である

ことに伴う課題が、かつてよりも一層顕在化している」、「小規模校には、個別指導が行い

やすい等の利点もある一方、社会性の育成に制約が生じることをはじめ、教育指導上多くの

課題が存在しているところです」等手引き全体を通して、適正規模校における教育活動が優

れており小規模校は統廃合することが望ましいと述べることで、小規模校における教育活動

のメリットに比べて、存置することで児童生徒・教職員が被るデメリットが過大であるとい

う印象が残る。 

少子高齢化による人口減少が進行する中で、文部科学省が小規模校における教育活動は適

正規模校と比較してデメリットが過大であるとする情報発信をすることが、今後増加するで
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あろう過疎地域の更なる衰退の誘因となることが危惧される。この事態を防ぐために、小規

模校は適正規模校とは異なる価値を有しており、存置する小規模校において適正規模校と同

等の水準の教育活動が実践可能であることを示すことが重要である。 

4. わが国における特別支援教育の実態

少子高齢化により小規模校が増加するとともに様々な要因から統廃合が困難な小規模校が

発生する他方で、文部科学省（2007）は「近年、特別支援学校や特別支援学級に在籍してい

る幼児児童生徒が増加する傾向にあり、通級による指導を受けている児童生徒も平成 5 年度

の制度開始以降増加してきています」とし、今後特別な支援を要する児童生徒が増加する傾

向にあると述べている。 

「人間の多様性の尊重等の強化、障害者が精神的及び身体的な能力等を可能な最大限度ま

で発達させ、自由な社会に効果的に参加することを可能とするとの目的の下、障害のある者

と障害のない者が共に学ぶ仕組み（中央教育審議会初等中等教育分科会，2012）」であるイ

ンクルーシブ教育システムの導入により、将来的に障害のある児童生徒と障害のない児童生

徒が同じ教室で教育を受けることが望まれる。 

しかし現状では、教員のインクルーシブ教育に対する専門性、人的・物的環境整備、教育

課程等の様々な問題からインクルーシブ教育の完全実施は困難であり、文部科学省は「イン

クルーシブ教育システム構築事業」の一環としてインクルーシブ教育に関わる実践を収集し

ている段階である。 

以上のことから、全国的な小規模校の増加と障害のある児童生徒の増加、インクルーシブ

教育システムの推進の三点を鑑みれば、小規模校におけるインクルーシブ教育システムの構

築が重要な意味を持っていることが分かる。 

5. インクルーシブ教育評価尺度（Inclusive Education Assessment Tool：IEAT）に関する

研究状況

わが国では未だインクルーシブ教育の定義が定まっていないとして、韓・小原・矢野ら

（2013）は社会体制や文化との適合性を検証し, 「障害の有無に関わらず共同の場を設定し、

そこで行われる平等かつ包括的な教育」とインクルーシブ教育の再定義を行った。その上で、

韓・矢野・小原ら（ 2015）は客観的な指標としてインクルーシブ教育評価指標

（InclusiveEducation Assessment Indicator: IEAI 以下，IEAI）を開発し, 日本の法令・制

度政策の分析を行った。さらに、韓･矢野・米水ら（2015）は IEAI をもとにインクルーシブ

教育評価尺度（Inclusive Education Assessment Tool: IEAT 以下，IEAT）を開発した。 

IEAT は、「権利の保障」、「人的・物的環境整備」、「教育課程の改善」の 3 領域 11 項

目からなり、インクルーシブ教育システムの推進状況を段階的に評価する尺度である。矢野・

米水（2016）が「IEAT は学校単位から地域（各教育委員会）単位、国単位等、大小様々な

組織単位でのインクルーシブ教育システムについて評価することができる尺度である」と述

べている。このことから、IEAT は学校単位で行われるインクルーシブ教育システムの達成

度を評価できる点で、本研究に適していると言えよう。加えて、尺度の内容的妥当性の検証

では、すべての領域及びその項目において全回答者の90%以上が妥当であると回答したため、

内容的に高い妥当性が確認されている（矢野・米水，2016）。沖縄県全地区におけるインク

ルーシブ教育の達成度評価は、矢野・米水（2016）によって測定された。しかし、IEAT に
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よるインクルーシブ教育達成度と実践を学校規模の観点から分析する研究は未だなされてい

ない。 

 

6. 八重山圏域におけるインクルーシブ教育に関する研究状況 

沖縄県八重山諸島は、島間を結ぶ移動手段が船などに限られていること、豊かな自然があ

り、学校と地域の結びつきが強いなど離島の特徴を備えている。 

教育の観点から見ても八重山諸島は沖縄県内教育事務所 6 地区のうち最大のへき地であり、

小中併置校を含む小中学校 55 校のうち、小学校 18 校及び中学校 11 校がへき地等級 5 級、

小学校 5 校及び中学校 4 校がへき地等級 4 級、小学校 11 校及び中学校 6 校がへき地等級 3

級である（田中・照喜名・細川ら，2015）。また、八重山圏域は石垣島南部に人口が集中し

ており、適正規模校が多く存在する一方で石垣島北部、西表島、竹富島等の周辺離島には小

規模校が点在している。このことから、同じ環境にある適正規模校と小規模校を比較するこ

とで、学校規模によるインクルーシブ教育達成度の差異が明らかになると考えられる。 

田中・照喜名・細川ら（2015）は、八重山諸島西表島において「主体性の確立、障害理解

に基づく障害のあるなしに関係ないお互いへの思いやり、地域の見守り、きめ細やかな個別

指導」に類される実践が行われていることを管理職者を対象とした訪問調査から明らかにし

た。また、「学校が地域と融合し大家族の如く機能しており、複式学級を有する小規模校に

おいては、わが国の教育現場で求められるインクルーシブ教育が自然な形で実践されていた

（田中・照喜名・細川ら，2015）」等の記述から、自然な形でインクルーシブ教育がなされ

ている可能性が示唆されている。 

これに続き、八重山圏域の幼・小・中・高・特別支援学校で勤務する教員を対象とした質

問紙調査によって、田中・照喜名・細川ら（2015）が報告した西表島の小中学校で行われて

いた「異学年とのかかわり」、「共に学ぶ場の設定」、「障害理解の促進」等に関わる実践

が八重山圏域の多くの学校において行われていることが明らかになった（照喜名・田中・森，

2016）。 

 

7. 本研究の目的 

本研究では、IEAT を使用して八重山圏域における学級規模別のインクルーシブ教育達成

度と評価の根拠となる実践事例を明らかにする。これにより、小規模校のメリットについて

インクルーシブ教育という観点から考察することを目的とする。 

 

Ⅱ. 方法 

 

1. 調査対象 

 八重山圏域の小中学校で勤務する特別支援教育コーディネーターの全数にあたる小学校

22 名、中学校 9 名、小中併置校 12 名の合計 43 名を調査対象とした。 

 

2. 手続き 

 平成 28 年 2 月から 3 月にかけて八重山圏域の小中学校で勤務する特別支援教育コーディ

ネーター43 名に対して質問紙調査票と質問紙調査票の各項目に関する説明資料を郵送した。

同年 3 月末を回答期限とした。個人が特定されないよう無記名回答式とした。 
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なお調査実施にあたって、事前に石垣市教育委員会、竹富町教育委員会、与那国町教育委

員会から了承を得た。 

 

3. 調査内容 

1) フェイスシート 

 フェイスシートにおいて、採用種別、教職経験総年数、特別支援教育コーディネーターの

経験総年数、勤務校における複式学級の有無、特別支援学級の有無、通級指導教室の有無、

学級数に関して質問項目を設定した。 

 

2) 八重山圏域のインクルーシブ教育推進状況とその根拠となる実践事例 

 八重山圏域のインクルーシブ教育の推進状況について、IEAT を使用した。 

 各項目を「1. ほとんどない」、「2. 少しだけ」、「3. 多少は」、「4. かなり」、「5. 非

常に」の 5 件法で回答し、各領域内の項目点数を合計した領域点数に基づき推進状況をレベ

ルⅠ～Ⅴの 5 段階で評価した。ただし, レベルに関してⅠ～Ⅳは等間隔に設定されているが, 

レベルⅤについてはインクルーシブ教育システムにおいてその領域が完成されたことを意味

するので, すべての領域においてその最高得点となっている。 

 また、各項目の評価の根拠となる実践事例について、記述形式で記入を求めることとした。 

 
Ⅲ. 結果 

 

八重山圏域の小中学校で勤務するすべての特別支援教育コーディネーター43 名に質問紙

を郵送し、有効回答は 20 名（46.5％）であった。 

 

1. 回答者の基本属性 

回答者の採用種別としては本務採用教員が 12 人（60.0％）、臨時採用教員が 8 人（40.0％）

であった。回答者の教職経験総年数について、5年未満が 20.0％、5年以上 10年未満が 35.0％、

10 年以上が 40.0％、無回答 5.0％であった。平均は 9.0 年であった。 

回答者の特別支援教育コーディネーターの経験総月数は、最短１か月、最長 82 か月で平

均 21.85 か月であった。 

平均以上は 35.00％、平均未満は 65.00％であった。複式学級の有無に関して「ある」が

11 件（55.0％）、「ない」が 9 件（45.0％）であった。特別支援学級の有無に関して「ある」

が 8 件（40.0％）、「ない」が 12 件（60.0％）であった。通級指導教室の有無に関して、「あ

る」が 2 件（10.0％）、「ない」が 18 件（90.0％）であった。 

 学校規模について、小規模校は 15 校、適正規模校は 5 校であった。なお、学校規模は学

校教育法施行規則第 41 条で学校の適正規模は 12～18学級と定められていることに基づいて

1～11 学級を小規模校、12～18 学級を適正規模校とした。 

 

2. IEAT による八重山圏域のインクルーシブ教育システム推進状況 

 IEAT の各領域の平均得点から算出したレベルを見ると、「権利の保障」（13.00±2.45）

がレベルⅣの段階、「人的・物的環境整備」（14.88±2.60）がレベルⅢの段階、「教育課程

の改善」（14.25±2.59）がレベルⅢの段階となった（図 1）。また、項目別に平均点を見る
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と、平均点の高い順に「Q2 教科外活動」(4.44 点)、「Q3 公平性の確保」(4.38 点)、「Q1 学

習権の保障」(4.19 点)となった。また、低い順に「Q11 リーダー育成」(3.19 点)、「Q10 障

害理解の促進」(3.50 点)、「Q8 自立性の向上」(3.56 点)という結果になった。平均点の高い

項目である Q2、Q3、Q1 はいずれも「権利の保障」領域であり、平均点の低い項目である

Q11、Q10、Q8 はいずれも「教育課程の改善」である（図 2）。 

レベルⅠ=20～40%以下、レベルⅡ=40%～60%以下、レベルⅢ=60～80%以下、

レベルⅣ=80～100%以下、レベルⅤ=100%

図 1 八重山圏域における IEAT の領域平均段階 

図 2 八重山圏域における IEAT の各項目別平均点数 

(n=16) 

(n=16) 
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3. 学校規模別インクルーシブ教育達成度 

小規模校と適正規模校の IEAT の領域平均段階、各項目平均点数の比較を行った。小規模

校は 12 校、適正規模校は 4 校であった。 

 

1) 各領域における学校規模別の平均段階比較 

 IEAT の各領域の平均得点から算出したレベルをみると、「権利の保障」領域では、小規

模校の平均得点が 13.83±1.90 でレベルⅣの段階、適正規模校は 10.50±2.38 でレベルⅢの段

階であった。「人的・物的環境整備」領域に関しては、小規模校の平均得点が 15.33±2.74 で

レベルⅢの段階、適正規模校では 13.50±1.73 でレベルⅢの段階であった。「教育課程の改善」

領域に関して小規模校の平均得点が 15.33±1.87 でレベルⅢの段階、適正規模校では

11.00±1.41 でレベルⅡの段階となった。「権利の保障」・「教育糧の改善」において小規模

校が適正規模校に比べてレベルが高い結果となった（図 3）。

 
レベルⅠ=20～40%以下、レベルⅡ=40%～60%以下、レベルⅢ=60～80%以下、 

レベルⅣ=80～100%以下、レベルⅤ=100% 

 

図 3 八重山圏域における学校規模別の IEAT 領域平均段階 

 

 

  

(n=16) 
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2) 各項目における学級規模別の平均点比較

各項目の平均点をみると、Q4 を除くすべての項目において、適正規模校よりも小規模

校の方が高かった（図 4）。 

図 4 八重山圏域における学校規模別の IEAT 各項目平均点数 

4. インクルーシブ教育達成度評価の根拠となる実践事例

各項目の評価の根拠となる実践事例を学校規模ごとに分類した。

1) 権利の保障

「Q1 学習権を保障しているのか」に関しては、小規模校においては、少人数学級・指導

ならではの手厚い個別指導や補習がなされていた。適正規模校においては、特別支援学級と

協力学級の有効活用や学習支援員による支援が多くみられた。一方で、特別支援学級におけ

る対応が遅れているとの報告が得られた。 

「Q2 教科外活動を保障しているのか」の根拠となる実践事例として、小規模校において

は、地域資源を活用した体験学習等を行っていた。適正規模校では、特別支援教育支援員の

支援によって教科外活動が保障されていることが明らかになった。 

 「Q3 公平性の確保（機会の平等）がされているのか」に関する実践事例としては、小規

模校においては、少人数ゆえに多くの教育活動を全員参加で行うため、公平性の確保がなさ

れていた。適正規模校では、特別支援教育支援員の支援のもと同一の活動に参加していると

いう実践がみられた（表 1）。 

(n=16) 
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表 1 「権利の保障」の根拠となる実践事例 

学校規模 根拠となる実践事例 点数 
【権利の保障】 

Q1 学習権を保障しているのか 

小
規
模

・児童生徒の人数も少ないため、本人の実態に応じた指導ができている。 5 
・本校は島の行事が多く、一見学習の時間が削られているように感じるが、少人数

ゆえの手厚さと補習等を通して学習権を保障しているといえると考える。
5 

・どの子でも授業、検定試験、部活、行事への積極的参加を促している（全員参加）。 5 
・低学力の子への補習指導の充実

・校内通級による学習保障

・学習支援員によるTT指導

・特別支援学級における学習手段を意識した教科指導

4 

・特別支援学級対象児も通常学級に入り、ともに学習していた。

また、本人と教科担任及び特別支援教育コーディネーターと何度も話し合い、

保護者に許可を得て数学のみ個別学習を行った（H26年度卒）。

4 

・算数において複式を単式にし個別指導

・一斉授業や教科の勉強についてこれない児童に対する個別授業の実施
4 

適
正
規
模

・特別支援学級在籍児童の協力学級における授業への積極的な参加

・保護者・本人との面談の上、個別指導が必要な教科は特別支援学級で、他の児童

との関わりが有効な教科は協力学級において実施

5 

・全ての子が授業に参加できている。 4 
・生徒本人からのニーズで校内通級や放課後補習をしている。 3 
・ＡＤ/ＨＤの生徒においてクールダウンの部屋を設けパソコンでも学習できるよ

うにしている。

・支援が必要と思われる生徒には学習支援員がサポートにつき、取り出しての個別

指導を行っている。

3 

・宿題や補習などの取り組みが、特別支援学級用の準備ができていない。 2 
Q2 教科外活動を保障しているのか 

小
規
模

・児童生徒の人数が少ないため、低学年から皆で委員会活動等もせねばならず、教

科外活動にも参加している。
5 

・クラブ活動の実施 5 
・地域の方との関係が深い島なので、島の方との米の収穫活動に参加したり、行事

で使う御嶽の清掃、ハーリー祭、敬老会、島の行事への参加など、児童が学校外

に出て学習する機会が多いので、教科以外の学習活動も充実しているといえる。 

5 

・委員会クラブへの特別支援学級児童の受け入れ

・学校行事（運動会など）での協力学級に入れての参加（児童の参加意識の高まり、

周りの子のフォロー） 

5 

・課外活動や地域行事も学校全員で参加している（小規模の特性が活かされている

と感じる）。
5 

・数学以外はすべて通常学級で学習した。部活動にも参加した。 4 
・月一回の野鳥観察体験や社会見学を通した活動を多く実践している 4 
・地域に根ざした体験活動が多い（カヌー体験、干潟観察等）。 4 

適
正
規
模

・日常生活に介添え支援の必要な児童でも支援員と共に他の児童と同じ活動に参

加。また、運動会等の行事で安全上の配慮から競技に参加できない場合は、応援

団長等の活躍の場を設定する等活動の保証を図っている。

5 

・特別支援教育支援員と連携しながら、同学年との活動に常に参加している。 5 
・全ての子に提供されている。 4 
・職場体験の取り組みでは、障害のある生徒に対しての学校職員の消極的な意見も

あったが、最後まで体験することができた。
3 
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Q3 公平性の確保（機会の平等）がされているのか 

小
規
模 

・保護者と連携しての学習の場の決定と子どもの様子を見ての臨機応変な対応 5 
・どの活動（部活、陸上、学校行事、授業）も全員参加である。 

苦手とするものでも、個々への手立て、支援がきめ細やかにできていると感じ

る。 

5 

・保護者と連携しての学習の場の決定と子どもの様子を見ての臨機応変な対応 5 
・機会をなくすようなことは全くない。 5 
・児童の特性を考慮した上での全ての行事への参加 4 
・授業中でも 1 名の意見を聞いて終わるのではなく、２名の意見をまとめて授業を

進めたり、特別支援学級以外での授業の権利も保障しているため。 
4 

・学習や学校行事、地域行事等ほとんど参加することができた。 4 

適
正
規
模 

・支援員の支援のもと、他の児童と同じ活動に参加している。同一の活動に参加す

ることが困難な場合は、活動内容を考慮して他の参加の方法を実施している。 
5 

・学級行事においても活躍の場を設定し、一人一回輝ける時間が持てるようにして

いる。 
5 

・機会の保障がされている。 4 
・前例がないことや安全面を心配して行事等への参加に消極的に考える職員はいる

が、支援員やコーディネーターのサポートの下参加させることができた。サポー

トがあることに頼り切っているように思う。 

3 

 

 

2) 人的･物的環境整備 

「Q4 学習環境の改善を図っているのか」に関して、小規模校・適正規模校の双方におい

て校舎のバリアフリー化が進んでいない学校と進んでいる学校の二極化がみられた。その中

でも ICT 教材やドリル等を活用して個別対応を行っている学校は点数が高かった。 

「Q5 教師の専門性の向上を図っているのか」に関して、双方の学級規模校で、校内研修

や巡回チームへの相談、校内における児童生徒理解を目的とした職員会議の実施等の実践が

みられた。 

「Q6 共に学ぶ場が設定されているのか」の根拠となる実践として、小規模校では、気持

ちを切り替える場を設定することで授業への参加のハードルを低くする、複式学級で学びあ

っているなど学習面・生活面の双方において少人数規模の統一された学ぶ場を設定している

学校がみられた。適正規模校では、特別支援学級と協力学級の連携に基づいて共に学ぶ場を

設定している学校がみられた。一方で、支援する教員・支援される生徒の理解が不十分なこ

とで生まれる弊害を挙げている学校もみられた。 

「Q7 多職種（医療・保健・福祉・労働等）及び保護者との連携を密に行っているのか」

に関して、小規模校と適正規模校の双方において巡回アドバイザー・専門家チームを多職種

連携の重要な構成要素と捉えている学校がみられた。また、保護者との密な連携が行われて

いた。一方で、ある小規模校から、地理的要因から多職種連携が困難であるとする実践が得

られた（表 2）。 
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表 2 「人的・物的環境整備」の根拠となる実践事例 

学校規模 根拠となる実践事例 点数 
【人的・物的環境整備】 

Q4 学習環境の改善を図っているのか 

小
規
模 

・島の性質上、現在までに身体的な障害のある児童生徒は編入学経験がなく、発達

障害（疑いを含む）の児童生徒が多い。学校の施設そのものはバリアフリーでは

ないが、i-Pad、校内LANの整備、職員の人数等の面では十分に学習環境が改善

できている。 

5 

・スロープの設置 5 
・新校舎ということもあり、校舎はバリアフリー化されている（体育館も含める）。 
・教室はどこもきれいに整頓され、当番表、教室の掲示物も視覚的に誰からも分か

りやすいように工夫されている。 

5 

・ノートのマスをそろえて板書 
・掲示物等の読み仮名の提示 
・黒板周辺に掲示物を貼らない。 
・個別指導の実施 

4 

・校内のバリアフリー化は予算の問題なのでなかなか進まないが、パソコン教材や

ドリル学習など学び直しができるようになった。 
4 

・廊下を通っている児童を気にするため、しきりをたてている。掲示物は黒板横で

はなく、後方に掲示している。 
3 

・子ども支援会議を基にした学習支援員の配置 
・掲示物の統一や視覚的環境整備については要改善 

3 

・校内施設のバリアフリー化が一部しかされていない。 3 
・残念ながらバリアフリー化しておらず、対象児童生徒がいないため支援員の配置

もない 
1 

適
正
規
模 

・車椅子の児童のための段差を埋めるすのこが特別支援学級に設置されている。 
・生活全般で介添え支援を要する児童へ1人、学級・学年の支援に携わる支援員が1

人、計2人の支援員の配置 

4 

・以前通常学級に車椅子使用の児童がいたことによるスロープ、洋式トイレなど、

環境整備 
4 

・特別支援教育支援員の配置を行う。 
・教室の配置を工夫しＡＤ/ＨＤの子が飛び出しても対応できるようにした（教室

を2階の職員室に近い場所に配置し、他の学級は3階に配置した）。 

4 

・支援員の配置や学習環境の整備に取り組んでいるが、十分とはいえない。 3 
Q5 教師の専門性の向上を図っているのか 

小
規
模 

・どの教師も指示は明確に分かりやすいようにしている。校内研修ではICT機器の

活用、互見授業の充実を図り、反省改善策など毎回話し合っている。毎回校内研

修では、共通理解が図られている。 

5 

・特別支援教育コーディネーターによる伝達講習や研修の充実 
・市内の研修への積極的な参加 

4 

・今年度から保育所及び中学校の特別支援教育コーディネーターとして連携に務め

ている。そのために様々な研修に参加し、学んだことを伝え、実践するようにし

ている。 

4 

・養護学校教諭二種免許状を取得した特別支援教育コーディネーターが各種研修

（特にインクルーシブ研修）や自立活動研修（発達支援講座等）を受講し、専門

性の向上を図っている。 

4 

・各種研修会への積極的な参加 
・巡回支援員による授業観察と相談 
・月に一回の気になる児童に関する話し合い等 

4 

・島では中々平日に研修に行ったり勉強会に参加するということはできない。しか

し特別支援教育コーディネーターとして研修を受けてきた内容を校内で伝達講

習をする機会を設けているためある程度各教科の専門性の向上を図っていると

いえる。 

4 

・地区グループ研において情報交換会や事例検討等の勉強会の実施 4 
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・スクールカウンセラーや特別支援教育巡回アドバイザー、言語聴覚士等との連携

支援を図るとともに児童理解への取り組み充実を図っている。 
・小中併置校の特性を活かし、小中合同関係者会議（校内生徒支援・特別支援教育

委員会）を定期開催（毎月1回）し、情報の共有化、支援体制の充実を図ってい

る。 

4 
 

適
正
規
模 

・通級指導教室設置校ならではの、情緒・言語に関する専門性の高さ 
・情緒学級等の担当者による臨床発達心理士の資格を取得するなど専門外の向上 
・言語担当者は地域のOTと連携を取りながら支援の実施 

5 

・特別支援教育に関する研修会への積極的な参加及び資料等の共有等の情報共有の

実施 
・適宜、巡回アドバイザーの要請、特別支援教育士からの指導助言、支援方法等の

アドバイスを受けている。 

4 
 

・インクルーシブ教育や特別支援教育についての職員同士の理解が不十分だと感じ

ている。 
3 

Q6 共に学ぶ場が設定されているのか 

小
規
模 

・小規模校のため、学年を超えた学びあいの場が多い。 5 
・基本的に交流学習共同学習の場が多く、学校全体の活動(小中合わせて)が多い。 5 
・複式学級のため共に学びながら学校生活を行っている。 
・トラブルがあっても気持ちを切り替える場(保健室・校長室)を設けている。 
・周りの子供たちも特性を受け止めながら過ごせている。 

5 

・ランチルームの活用（全学年、毎日同じランチルームで給食を食べる。ともに協

力し、生徒同士が教えあい学びあいながら行っている。コミュニケーションの育

成、協力、他人を理解する充実が図られている。） 

5 

・教科による学ぶ場の検討 
・特別支援教育コーディネーターによる1クラス1時間の道徳の実践（障害理解教育） 

4 

・特別支援学級のみで学ぶのではなく、単元によっては協力学級と学んだり、多様

な学習形態を心がけている。 
4 

・交流学習として毎年、特別支援学級の生徒とプール学習を行っている。今年度は

音楽の授業にも参加する予定だったが、様々な事情から実施できなかった。 
4 

適
正
規
模 

・特別支援学級の児童の中には、生単等の学習以外は、全ての教科を協力学級で学

習する児童もいる。 
5 

・障害のあるなしに関わらない判断 4 
・共に学ぶ場の設置はできているが、支援する教師側の配慮が不十分な点と支援さ

れる生徒側の学習意欲や主体性が育っていない点がある。 
3 

Q7 多職種（医療・保健・福祉・労働等）及び保護者との連携を密に行っているのか 

小
規
模 

・日々の連絡帳の実施 5 
・気になる生徒に対し、医療機関の紹介、保健師民生委員も活用している。学校、

家庭、地域で子どもを見守る支援を行っている。 
5 

・本年度は一回であるが専門家チームの派遣や巡回アドバイザーからの助言をいた

だいた。また、校内通級指導体制も今年から推進し、保護者との面談やスクール

カウンセラーからの情報を元に連携を取っている。 

4 

・保護者と連絡帳 
・特別支援学校からのアドバイザーの要請 

4 

・吃音が気になる生徒に対して、言語聴覚士を招聘して校内研修をもった。また、 
  本人と保護者からの話を受け、１分間スピーチ等全生徒の前で発表するときは配 
  慮している。 

4 

・離島地区という事で、密な連携が行われている。 4 
・ステップアップ教室、保護者との個別支援計画等の話し合いを持っている。 
・日頃の児童の様子を保護者へ伝える。 

3 

・島に医療・保健その他の施設がないので、連携をとるにしても時間がかかるし、

定期船が欠航すると来てもらう予定が立てられない。保護者とは、連携を密にで

きている。 

2 

・対象児童生徒がいない。 1 
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適
正
規
模

・巡回アドバイザーの要請、特別支援教育士からの指導助言。個別の支援に当たっ

て保護者・協力学級担任、特別支援学級担任、放課後の支援サービスの担当者と

の面談を持って支援を進めており、お迎えの際や電話等での共通確認を続けてい

る。寺小屋との連携も実施。

4 

・支援者会議をこれまでに幾度も実施している。 4 
・関係機関との連携を望む保護者の要望を受け、スクールカウンセラーや特別支援

教育巡回アドバイザー、言語聴覚士等によるアドバイス等を児童・保護者への還

元へつなげている。

4 

・支援者会議をこれまでに幾度も実施している。 4 
・校内で解決しようとする雰囲気が強い。

・保護者の希望で連携をとる。
3 

3) 教育課程の改善

「Q8 自立性の向上を図っているのか」に関して、小規模校・適正規模校の双方で、自立

活動を取り入れた活動を行っている学校がみられた。小規模校において、低･高学年ペアを基

本とした活動を推進して自立性を育んでいる実践が得られた。適正規模校においては、領域・

教科を合わせた指導を柔軟に取り入れている学校がみられた。 

「Q9 地域社会への参加促進を図っているのか」に関する実践として、小規模校と適正規

模校の双方において地域と学校が連携して体験学習を進めている等の取り組みが挙げられた。 

「Q10 障害理解の促進を図っているのか」の根拠となる実践事例としては、小規模校と

適正規模校の双方において人権教育の一環として障害理解教育を行っている実践、校内研修

の充実等が挙げられた。 

「Q11 インクルーシブ社会構築のためのリーダー育成を図っているのか」に関する事例

として、小規模校と適正規模校の双方で教職員・児童生徒のリーダー育成のために研修や講

演会を実施している取り組みが得られた（表 3）。 

表 3 「教育課程の改善」の根拠となる実践事例 

学校規模 根拠となる実践事例 点数 
【教育課程の改善】 

Q8 自立性の向上を図っているのか 

小
規
模

・学校・地域が一緒に行事等進める。 5 
・自立活動の確保 5 
・できることは積極的にするよう言葉かけをしている。 4 
・集団指導による学習意欲の向上

・低・高学年ペアを基本とした制作活動やゲーム的活動
4 

・中１で「ジョブシャドウウィング」職場を見て学ぶ。中2で職場体験とどの子に

も発達段階にあわせ、自立・進路に向けて体験学習を行っている。「Ｍｙ手帳」

を導入し、自分のスケジュールを記入し、「時間の整理」「学習時間の確保」を

意識付けしている。気になる子は補習。

3 

・情緒支援学級であるため、SSTの実践や学び合いを意識して学習を行ったり、自

分から思っていることを発言して相手に伝えられるような授業を一ヶ月に２度

ほど行っている。

3 

・ステップ教室（通級指導）による生活習慣の改善と指導

・家庭との連携・協力
3 

・教育課程を改善できているかと言われるとそうではないが、個に応じた臨機応変

な学びの場を設定できている。
3 

・対象児童生徒がいない。 3 
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適
正
規
模

・日常生活に必要な事柄を自分の力で進んでできるように、生活経験を広げられる

ように、教育課程に「日常生活の指導」「生活単元学習」「自立活動」等を組み

込んでいる。

4 

・特別支援学級における自立活動、通級指導における改善 4 
・日常生活指導や自立活動を行い、自立性の向上を図った。 3 

Q9 地域社会への参加促進を図っているのか 

小
規
模

・障害のある児童生徒はいないが地域学習を多く取り入れている。 5 

・地域は児童生徒に対していつも近い存在で見守っており、少ない分全員が地域行

事へも参加しなければならない。
5 

・地域の祭事への参加 5 
・地域行事への積極的参加を学校は行っている。自然とふれあい、体験する行事が

多い。「西表島横断、筏下り」。自ら考え、仲間と協力する機会を十分に充実し

ている。

・小中連携の校内研修（情報交換、引継ぎ）

5 

・学校や保護者を中心として地域への行事に参加したり、様々な職種の大人たちと

のふれあいも多く、児童にとっては地域社会への参加はスムーズに行えているよ

うにうかがえる。

4 

・地域行事等積極的に参加している。 4 
・地域行事への参加（おもと入植祭・きび刈り・お盆のエイサー） 4 
・地域の地図作り

・季節を核に置いた学習

・ハーリーなどの海の学習

2 

適
正
規
模

・地域学習の一環として、郷土芸能（三線、舞踊、棒術）や方言学習の機会を設け、

地域行事である豊年祭での奉納舞踊や、運動会では棒術、学習発表会では方言劇

などを披露し、地域の一員としての意識付けを図っている。

4 

・豊穣祭に参加し、旗頭を指導してもらう等行っている。 3 
・コミュニケーションを中心に取り組んでいる。 3 
・それぞれの学年の教育課程の中で、地域の大型スーパーに見学学習の実施、福祉

体験、地域の戦跡巡り等地域学習に参加しているが、特別支援学級の児童だけで

地域社会への参加促進を図った学習を行ってはいない。

3 

Q10 障害理解の促進を図っているのか 

小
規
模

・人権教育や道徳の時間において関連付けた指導の充実を図っている。 5 
・研修会への参加 5 
・研修への参加や校内研修で特別支援教育コーディネーターによる研修会の実施

・月一回の気になる児童の共通理解
4 

・吃音について、本人と保護者の話を受け、各学級（本人の学級は理解しているの

で他学年）に入り、理解を促した。（その後のトラブルは確認していない。）
4 

・職員会議後に特別支援教育コーディネーターからの連絡事項や近況を伝えたり、

校内研修や研究授業を通して個別の配慮の仕方や指導方法を伝えるように務め

ている。

4 

・障害理解を目的とした道徳の授業(低・中・高の内容分け、1 クラス１授業、特別

支援教育コーディネーターが実施、担任は TT として必ず参加)
4 

・図書購入でも発達障害について中学生でも理解しやすい本を置いている。また、

保健室にも置き、身近に理解できるような工夫を行っている。教育相談の充実、

生徒理解をする職員の話し合いを週一実施している。

3 

・地域には高齢者が多く障害理解の促進を図るような活動ができているかと考える

とそうではない。しかし、皆多様化する児童生徒をあたたかい目で見守っている。 
2 

適
正
規
模

・毎月「人権の日」を位置づけるとともに各教科・道徳などその他全教育活動にお

いて人権教育(障害理解)等について学ぶ機会を設けている。中学部「合同道徳」

など

4 

・研修等で得た内容の共有化

・月に一度の「子ども支援会議」として時間を設定し、子どもたちの共通確認や障

害理解の促進を行う

3 
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・「障害」をターゲットにして、授業を展開したことはない。 
・教育活動全体の中で、教師による関わりのモデルの実践 

3 

・特別支援学校からの出前講座及び特別支援学校の生徒を学期１回通常学級へ受け

入れ 
3 

・まずは職員全体で、支援方法や体制を話し合う場を多く設けなければならない。

部活動指導や問題行動などの話で終わってしまう。 
2 

Q11 インクルーシブ社会構築のためのリーダー育成を図っているのか 

小
規
模 

・キャリア教育の視点を踏まえた講演会の実施 5 
・学年を意識させた役割決め 
・ペア作り 

4 

・特別支援教育コーディネーターとして各種研修への声かけを行い、特別支援教育

（インクルーシブ教育システム）研修に参加するように促したり、校内研修を持

ったりしている。 

4 

・自分に自信を持てない児童がいるが、様々な行事や学習活動を通して積極的にな

りつつある。しかし、リーダーを育成するという視点では、まだまだ指導が行き

届いていない面もある。 

3 

適
正
規
模 

・特別支援教育コーディネーター研修会を始め、各種インクルーシブ教育関係研修

会等への関係職員を参加させるとともに、研修報告会を持ち、教職員の資質向上

へつなげている。 

4 

・特別支援教育コーディネーター研修の充実 3 
・支援が必要な子に対して、個と個のつながりはあるが、集団になるとサポートし

てくれる子がいないことが悩み 
2 

 

 

Ⅳ. 考察 

 

1. 権利の保障 

「権利の保障」領域では、「権利の保障」領域では、小規模校の平均得点が 13.83±1.90

でレベルⅣの段階、適正規模校は 10.50±2.38 でレベルⅢの段階となり、小規模校のレベルが

高い結果となった。 

「Q1 学習権を保障しているか」の平均得点に関して、小規模校の平均点が 4.00±0.24、

適正規模校が 3.00±0.41 であり、点数差が 11 項目の中で最も大きかった。 

根拠となる実践事例として、小規模校では「本校は島の行事が多く、一見学習の時間が削

られているように感じるが、少人数ゆえの手厚さと補習等を通して学習権を保障していると

いえると考える」等少人数学級ならではの手厚い個別指導や必要に応じた補習の実施を行っ

ているとの回答が多く得られた。この実践は田中・照喜名・細川ら（2015）が報告した西表

島での実践に類されるものである。これらの実践事例を根拠とする回答はいずれも高評価で

あることから、「少人数学級における指導」はインクルーシブ教育システムの優れた実践と

捉えられる。少人数指導はインクルーシブ教育システムの観点のみならず、児童生徒の学力

の向上という点からも着目されている。 

1985 年から 1989 年の 5 年間、米テネシー州において、13～17 人の少人数、22～26 人の

普通学級、常勤補助教員を配置した普通学級という三種類の学級を編制し、それらに生徒た

ちをランダムに配置して、幼稚園から小学校３年までの４年間にわたって３種類の学級別の

教育効果を検証した STAR 計画（Student/Teacher Achievement Ratio）が行われた。 

この大規模な実験において中心的役割を果たしたフィン（Jeremy D. Fin）教授が指摘し

た少人数学級がもたらす教育効果について、小川（2010）は以下のようにまとめている。 
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① 少人数学級に在籍した子どもの成績は全ての学年、教科で向上した。又、少人数学級に

早期に在籍し、在籍の期間が長い子どもの成績向上が大きかった。

② 少人数学級の効果は、非都市部学校の白人生徒よりも都市部学校に在籍している生徒や

マイノリティ生徒の方が大きかった。

③ 少人数学級から普通学級にかわった 4 年次から 8 年次までの成績を追跡調査した結果で

も、少人数学級在籍の子どもの成績は優位であり、又、少人数学級に早期に在籍し在籍

期間が長い子どもほどその効果がより強く長く持続している。

STAR 計画によって、以上のような少人数学級における指導の利点が明らかとなっている。

中でも①と③に関しては、文部科学省（2011）が提唱する「生きる力」で挙げられる要素の

一つである「確かな学力の向上」に大きく関わる事実である。これに加えて、本研究によっ

て少人数学級における指導がインクルーシブ教育システムの観点からも優れていることが明

らかになった。これらを踏まえれば、少人数学級における指導を推進することで、学力向上

とインクルーシブ教育システム推進の２つのメリットが得られることが期待されよう。 

一方で、適正規模校では「支援が必要と思われる生徒には学習支援員がサポートにつき、

取り出しての個別指導を行っている」等学級担任・特別支援教育コーディネーター・支援員

が連携して支援を行っている実践がみられた。 

また、「AD/HD の生徒においてクールダウンの部屋を設けパソコンでも学習できるよう

にしている」という中学校の回答からは、発達障害のある生徒に日常的に関わる担任、特別

支援教育コーディネーターだけでなく、教科担当教員等多くの教職員がこの生徒の実態を把

握しクールダウン・パソコン学習等の対応に理解を示していることが推測される。 

一方で、「宿題や補習などの取り組みが、特別支援学級用の準備ができていない」と特別

支援学級における教材の準備が遅れていることを上げ、低い評価をする学校もみられた。少

人数指導で児童生徒の実態が把握しやすく個別対応が容易な小規模校に比べ、一斉授業の多

くなる適正規模校において、児童生徒の実態に即した学習教材の提供は必要不可欠である。

この現状を改善・解決するために特別支援教育コーディネーターと特別支援学級担任、協力

学級担任の連携に基づく教材の精選・検討等早急な対応が求められる。 

この項目において、一斉授業が主となる適正規模校に比べ、小規模校では個別指導や補習

が充実している点で学習権の保障がなされていると回答者が実感していることが根拠となる

実践事例から読み取れる。 

「Q2 教科外活動を保障しているか」の平均得点に関して、小規模校の平均得点は

4.56±0.24、適正規模校は 3.75±0.48 であった。根拠となる実践事例として、「児童生徒の人

数が少ないため、低学年から皆で委員会活動等もせねばならず、教科外活動にも参加してい

る」等小規模校の短所とも取れる在籍児童生徒の少なさを活用し、児童生徒全員で教科外活

動に取り組むことで全員の教科外活動を保証している学校がみられた。また、中には「月一

回の野鳥観察体験や社会見学を通した活動を多く実践している」等離島ならではの地域資源

を活用した教科外活動を実施している学校があった。このように小規模校では、在籍する児

童生徒が少ないことをメリットと捉えたフットワークの軽い教科外活動を実践していること

が明らかとなった。 

適正規模校においては、「日常生活に介添え支援の必要な児童でも支援員と共に他の児童

と同じ活動に参加。また、運動会等の行事で安全上の配慮から競技に参加できない場合は、

応援団長等の活躍の場を設定する等活動の保証を図っている」など特別支援教育支援員の効
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果的な支援のもと他の児童と同じ活動に参加したり、活躍の場を提供したりすることで教科

外活動を保障するとともに児童の自己肯定感を育む取り組みがなされていた。 

一方で、適正規模の中学校から「職場体験の取り組みでは、障害のある生徒に対しての学

校職員の消極的な意見もあったが、最後まで体験することができた」という回答が寄せられ

ている。これは、障害理解が進んでいない教職員の存在を示唆しており、市街地で開催され

る研修への参加が困難な離島へき地においても、都市部と同等の専門性や障害理解を育成す

る機会が求められていることの証左とも言えよう。今事例においては、障害のある生徒が職

場体験を終えたことで、教職員の障害理解が促進されたことを期待したい。 

この項目において、小規模校では、少人数ならではの全員参加の教科外活動、離島の自然

を活かした自然観察活動等がみられた。適正規模校では、特別支援教育支援員を活用した児

童生徒の活躍の場を教科外活動で提供する実践がみられた。一方で、一部障害理解が進んで

いない教職員が存在することが示唆された。 

「Q3 公平性の確保（機会の平等）がされているのか」において、小規模校は 4.44±0.25、

適正規模校は 3.75±0.48 であった。根拠となる事例に関して、小規模校においては、「児童

の特性を考慮した上での全ての行事への参加」、「どの活動（部活、陸上、学校行事、授業）

も全員参加である。苦手とするものでも、個々への手立て、支援がきめ細やかにできている

と感じる」等小規模校ならではの丁寧な実態把握に基づいた対応が行われていることが明ら

かになった。在籍する児童生徒が少人数である小規模校において、全員が参加しなければ活

動が成立しない状況が多く発生すると考えられる。このことから、小規模校においては意識

的に場を設定せずとも公平性が確保されているのである。 

適正規模校では「学級行事においても活躍の場を設定し、一人一回輝ける時間が持てるよ

うにしている」等集団活動の中で自己肯定感を育む実践を行っている学校がみられた。適正

規模校においては、在籍する児童生徒が多い分、教員が意識的に活躍の場を設定しているこ

とが明らかとなった。 

中には、「前例がないことや安全面を心配して行事等への参加に消極的に考える職員はい

るが、支援員やコーディネーターのサポートのもと参加させることができた。サポートがあ

ることに頼り切っているように思う」と一部の障害理解が進んでいない教職員がいる中、特

別支援教育支援員と特別支援教育コーディネーターのサポートによって行事等への参加を果

たすことで、児童生徒の公平性を確保したと回答した適正規模校もみられた。特別支援教育

支援員が手厚い支援を行う場合の問題点として、児童生徒が支援員に頼り切ってしまってい

るのではないかとの憂慮があることに関しては、関係者間会議の中で今一度特別支援教育支

援員による支援のあり方について話し合う必要があると考える。 

この項目においては小規模校と適正規模校が各々の特性を把握し適した対応を行っていた。 

「権利の保障」の領域では、根拠となる実践事例から、小規模校における少人数学級・指

導が「確かな学力の向上」とインクルーシブ教育の 2 つの観点から見て優れた取り組みであ

ること、人数が少ない故に教科外活動の保障と公平性の確保が自然な形でなされていること

が明らかとなった。この領域に関して高い水準の実践がなされていると言える。適正規模校

においては、在籍する児童生徒が多い中で、支援を要する児童生徒が特別支援教育支援員の

支援により権利の保障や教科外活動の保障がなされていることが明らかとなった。 

一方で、在籍児童生徒数が多いことに比例して教職員数が増える適正規模校の特有の困り

感として、特別支援学級における対応の遅れや一部の教職員の障害理解の遅れが指摘された。
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小規模校と適正規模校双方の特性が強調されるとともに、児童生徒数と教職員数が多い大規

模校ならではの課題点が明らかとなった領域であった。 

 

2. 人的・物的環境整備 

「人的・物的環境整備」領域に関しては、小規模校の平均得点が 15.33±2.74 でレベルⅢの

段階、適正規模校では 13.50±1.73 でレベルⅢの段階であった。この領域において、小規模校

と適正規模の平均得点に大きな差はなかった。 

「Q4 学習環境の改善を図っているのか」の平均得点に関して、小規模校の平均点は

3.44±0.41、適正規模校は 3.50±0.29 であり、適正規模校がわずかに高い結果となった。 

根拠となる事例として、小規模校では「新校舎ということもあり、校舎はバリアフリー化

されている（体育館も含める）。教室はどこもきれいに整頓され、当番表、教室の掲示物も

視覚的に誰からも分かりやすいように工夫されている」と施設設備のバリアフリー化が進ん

でいる学校と、「校内施設のバリアフリー化が一部しかされていない」、「残念ながらバリ

アフリー化しておらず、対象児童生徒がいないため支援員の配置もない」等、施設設備のバ

リアフリー化が進んでいないことから低評価をする学校がみられた。 

学校の施設設備のバリアフリー化に関して、国土交通省（2006）による「高齢者、障害者

等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー新法）」、沖縄県（2006）の「沖縄

県福祉のまちづくり条例」等、様々な行政レベルでの法律や条例が公布されているが、これ

らは施設設備のバリアフリー化を推奨するもので、法的拘束力はないため、肢体不自由のあ

る児童生徒が在籍しない学校のバリアフリー化が進まないのが現状である。 

しかし施設設備のバリアフリー化が進まないと回答した学校の中には、「島の性質上、現

在までに身体的な障害のある児童生徒は編入学経験がなく、発達障害（疑いを含む）の児童

生徒が多い。学校の施設そのものはバリアフリーではないが、i-Pad、校内 LAN の整備、職

員の人数等の面では十分に学習環境が改善できている」等、ICT 機器や校内 LAN を活用す

るなどの学習環境の改善を進めている学校もあった。このことは、すべての学校においてス

ロープの設置等の施設設備のバリアフリー化が行われているわけではないが、校内資源を有

効活用して児童生徒の実態に即した学習環境の改善を進めている学校は「Q4 学習環境の改

善」の評価が高いことを表している。 

適正規模校からは、「以前通常学級に車椅子使用の児童がいたことによるスロープ、洋式

トイレなど、環境整備」等、バリアフリー化が進んでいる学校からの回答が多く得られた。

加えて、「特別支援教育支援員の配置を行う。教室の配置を工夫しAD/HDの子が飛び出して

も対応できるようにした（教室を2階の職員室に近い場所に配置し、他の学級は3階に配置し

た）」という発達障害のある児童生徒への対応を円滑化するため教室の配置を工夫する「学

習環境の改善」に関する優れた実践事例が得られた。この実践を報告した学校では、他の教

職員だけでなく管理職者の障害理解が進んでいることが考えられる。 

この項目に関して、多くの適正規模校でバリアフリー化が進んでいることに対し、小規模

校においてバリアフリー化がなされていない等の理由から評価が低い学校がみられた。その

中でも校内環境を有効活用している学校は点数が高かったことが、小規模校と適正規模校の

点数に大きな差がなかったことに影響していると考えられる。 

「Q5 教師の専門性を図っているのか」の平均得点に関して、小規模校の平均点は

3.78±0.15、適正規模校は 3.50±0.50 でわずかに小規模校が高かった。根拠となる実践事例で
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は、小規模校において「どの教師も指示は明確に分かりやすいようにしている。校内研修で

は ICT 機器の活用、互見授業の充実を図り、反省改善策など毎回話し合っている。毎回校内

研修では、共通理解が図られている」等校内研修に力を入れている取り組みが得られた。ま

た、「島では中々平日に研修に行ったり勉強会に参加するということはできない。しかしコ

ーディネーターとして研修を受けてきた内容を校内で伝達講習をする機会を設けているため、

ある程度各教科の専門性の向上を図っていると言える」等地理的に研修への参加が難しい場

合でも特別支援教育コーディネーターが伝達講習を実施することで賄っている学校もみられ

た。このように、多くの小規模校では、特別支援教育コーディネーターが他の教職員の代表

として研修地に出向き、帰ってきて伝達講習を行うことで専門性の向上を図っているとして

いる。 

しかし、特別支援教育コーディネーターは校務分掌の一部門であり、特別支援教育コーデ

ィネーターとしての業務以外に他の教職員と同程度の業務を担っていることを考えれば、小

規模校における特別支援教育コーディネーターは過重な負担を負っていると言わざるを得な

い。 

また、田中・照喜名・細川ら（2015）の調査において、西表島の小規模校の管理職者は、

「教員数が少ないため、一人ひとりの出張回数が多くなるため、子どもたちへの負担が大き

くなる」と述べている。小規模校は在籍児童生徒の少なさ故に配属教員の数が少ないため、

平日に開催される校外の研修に参加することは他の教員や児童生徒に負担をかけることに繋

がる。このことを憂慮して、校外研修への参加に消極的になる教員が存在することが考えら

れる。 

以上のことから、小規模校における特別支援教育コーディネーターの抱える過重な負担は

八重山圏域に限定した課題ではないことがうかがえる。 

国土審議会政策部会長期展望委員会の推計でも、2050 年までに、現在、人が居住している

地域の約 2 割が無居住化すると予測されている（総務省過疎問題懇談会，2015）との報告が

あるように、全国各地の地方における人口減少・過疎化の進行に伴って多くの学校が小規模

化することが予想される現在、先述した小規模校の抱える課題は日本全国の地方公共団体が

取り組むべき重要課題であると言えよう。 

適正規模校においては、「通級指導教室設置校ならではの、情緒・言語に関する専門性の

高さ。情緒学級等の担当者による臨床発達心理士の資格を取得するなど専門外の向上。言語

担当者は地域の OT と連携を取りながら支援の実施」という回答が得られた。この学校では、

外部専門家である OT との連携、臨床心理士の資格の取得など専門性の向上に力を入れてい

ることがうかがえる。その他の実践では巡回アドバイザーの有効活用等が挙げられたが、小

規模校の実践事例に多くみられた特別支援教育コーディネーターによる伝達講習の実施等の

事例は見られなかった。 

この項目に関して、小規模校と適正規模校の実践事例に大きな違いはなく、類似した実践

を行っていることが考えられる。しかし、先述した通り、一部の小規模校における「教員の

専門性の向上」は、特別支援教育コーディネーターのマンパワーに依存していると言わざる

を得ない状況が発生していることを深く受け止め、改善に務めなければならない。 

「Q6 共に学ぶ場が設定されているのか」に関する小規模校の平均点は 4.33±0.24、適正

規模校は 3.00±0.41 であった。 

この項目の根拠となる実践事例として、「複式学級のため共に学びながら学校生活を行っ
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ている。トラブルがあっても気持ちを切り替える場(保健室・校長室)を設けている。周りの

子供たちも特性を受け止めながら過ごせている」、「ランチルームの活用（全学年、毎日同

じランチルームで給食を食べる。ともに協力し、生徒同士が教えあい学びあいながら行って

いる。コミュニケーションの育成、協力、他人を理解する充実が図られている）」等普段の

学校生活の中で異学年との関わりが行われていることとそれによって学びあいや相互理解が

生まれることを述べる回答が小規模校で多くみられた。更に、この実践と類似した実践を報

告している学校すべてが高評価をつけている。このことは、田中・照喜名・細川ら（2015）

が「異学年とのかかわり」をインクルーシブ教育の一要素と捉えたことの裏づけとなりえる

だろう。 

それに対して適正規模校では、「特別支援学級の児童の中には、生単等の学習以外は、全

ての教科を協力学級で学習する児童もいる」等意識的に「共に学ぶ場の設定」を行う学校が

みられた。特別支援学級の児童生徒が協力学級において交流及び共同学習を行う際、特別支

援学級担任と協力学級担任の協議の下、個別の指導計画や年間指導計画に位置づけられた力

の育成を目的とした学習が行われなければならない。この実践が行われている学校において

は特別支援学級担任と協力学級担任の連携が良好であることが推測される。 

一方で、「共に学ぶ場の設置はできているが、支援する教師側の配慮が不十分な点と支援

される生徒側の学習意欲や主体性が育っていない点がある」と述べる学校もみられた。特別

支援学級に在籍する児童生徒が協力学級の授業を漫然と受けるだけでは「共に学ぶ場」の設

定がなされているとは言えない。上述した通り、特別支援学級担任、協力学級担任が連携し、

交流及び共同学習を通して特別支援学級の児童生徒に身に着けさせたい力を明らかにした上

で、適切な指導及び必要な支援を行うことが重要である。 

適正規模校に比べて小規模校の点数が高かった要因として、在籍児童生徒数が少ない小規

模校には学ぶ場を統一せざるを得ない状況が存在することがQ3公平性の確保（機会の平等）

の根拠となる実践事例から読み取れる。統一された学びの場で、障害のあるなしに関わらず

すべての児童生徒に対して実態把握と手厚い個別指導がなされることで、インクルーシブ教

育システム構築の観点から見ても高水準の「共に学ぶ場の設定」が可能になっていると考え

られる。 

「Q7 多職種（医療・保健・福祉・労働等）および保護者との連携を密に行っているのか」

に関して、小規模校の平均得点は 4.33±0.24、適正規模校では 3.50±0.29 であった。 

根拠となる実践事例として、ある小規模校から、「本年度は一回であるが専門家チームの派

遣や巡回アドバイザーからの助言をいただいた。また、校内通級指導体制も今年から推進し、

保護者との面談やスクールカウンセラーからの情報を元に連携を取っている」という回答と

この実践事例を根拠とした高評価が得られた。 

沖縄県教育委員会（2007）が作成した「障害のある子どもたちの支援のためのリソース一

覧」では、平成 19 年度時点での各教育事務所による「障害児の就学・教育等相談及び支援

事業」が記載されている。その中の「専門家チーム派遣」、「巡回アドバイザーの派遣」に

関する項目に着目すると、同じく離島地域である宮古教育事務所では年毎の実施回数が 12

回であるのに対し、八重山教育事務所では八重山地区地域特別支援連携協議会による専門家

チーム派遣が 6 回、巡回アドバイザーの派遣が 9 回であり、宮古教育事務所と比較して頻度

が低い印象を受ける。加えて巡回対象校に挙げられている学校は石垣市街や西表島の適正規

模校を含む数校に限られており、すべての学校が専門家チームや巡回アドバイザーによる十
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分な指導・助言を受けられているか疑問が残る。 

しかし、そのような状況においても、この学校においては年一回の専門家チーム・巡回ア

ドバイザーの派遣の際に得られる助言を有効に活用し、スクールカウンセラーや保護者から

の情報を元に多職種連携を図っている。限られた資源を最大限活用して児童生徒の実態把握

や適切な指導及び必要な支援に役立てようとする離島へき地における教員の建設的な姿勢が

見て取れる実践であると言えよう。 

一方で、「島に医療・保健その他の施設がないので、連携をとるにしても時間がかかるし、

定期船が欠航すると来てもらう予定が立てられない。保護者とは、連携を密にできている」

と述べる小規模校がみられた。離島地域である八重山圏域の遠隔地においては、島間を結ぶ

唯一の移動手段である定期船も冬場の時化の時期には欠航になることも珍しくない。このよ

うな状況で多職種連携を行うにも限界があり、専門家チームや巡回アドバイザーの助言を受

けることすらままならないのが実際である。 

適正規模校において「巡回アドバイザーの要請、特別支援教育士からの指導助言。個別の

支援に当たって保護者・協力学級担任、特別支援学級担任、放課後の支援サービスの担当者

との面談を持って支援を進めており、お迎えの際や電話等での共通確認を続けている。寺小

屋との連携も実施」等学校内外の連携を意識して行っている実践が多くみられた。この実践

においては、児童生徒を個別に支援する関係者が面談による実態把握・情報共有に努めてお

り、至って有効な多職種連携が行われていることが読み取れる。 

巡回アドバイザー・専門家チームを多職種連携の重要な構成要素と捉えているのは、小規

模校と適正規模校で変わらなかった。このことから、医療・保健・福祉・労働等の関係機関

等の地域資源が限られている八重山圏域において、巡回アドバイザーや専門家チームがその

役割を代替していることが推測される。それにも関わらず、年一回しか助言が受けられない

現状では、八重山圏域におけるインクルーシブ教育の発展が危ぶまれる。 

八重山教育事務所は巡回アドバイザーや専門家チームの遠隔地派遣の頻度を増やし、学校

規模に関わりなくすべての学校の児童生徒・教職員が定期的・継続的な指導・助言を受けら

れる体制作りを推進すべきであろう。 

この項目では、学級規模に関わらず保護者との連携を密に取っている様子がうかがえた。

一方で多職種連携には困り感を抱えており、年一回の巡回アドバイザー・専門家チームの派

遣の際の助言を多職種連携の代替手段と捉えている学校が多くみられた。 

「人的・物的環境整備」の領域において、学校施設設備のバリアフリー化等の物的環境の

整備に小規模校と適正規模校で大きな違いは見られなかった。施設設備のバリアフリー化が

進んでいない学校においても ICT 機器の活用、学習ドリルの有効利用などソフト面での環境

整備が進んでいる場合は高評価となる場合があることが明らかとなった。また、小規模校で

は統一された学びの場における異学年との関わりが上学年と下学年のそれぞれによい影響を

与えることが根拠事例から読み取れた。適正規模校においても協力学級との交流及び共同学

習に力を入れて取り組んでいる学校が見られた。 

一方で、小規模校でも適正規模校でも巡回アドバイザー・専門家チームを多職種連携の重

要な構成要素と捉えているにも関わらず、年一回しか助言が受けられない状況があることが

明らかとなった。回答者はそのことを困り感と捉えておらず、助言を活かした支援を行って

いるとして高評価をつけている場合が多かった。このことを受けて、更に巡回アドバイザー・

専門家チームの派遣回数を増やし、継続的・定期的な助言・指導を行うことが八重山圏域の
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インクルーシブ教育の更なる発展の契機となると考える。

3. 教育課程の改善

「教育課程の改善」領域に関して小規模校の平均得点が 15.33±1.87 でレベルⅢの段階、適

正規模校では 11.00±1.41 でレベルⅡの段階となった。「Q9 地域への参加促進」で小規模校

と適正規模校の平均得点に差が出たことが影響していると考えられる。 

「Q8 自立性の向上を図っているのか」の平均得点において、小規模校の平均点は

3.89±0.31、適正規模校は 3.00±0.41 であった。小規模校から「自立活動の確保」に取り組ん

でいるとの回答が得られた。特別支援学校学習指導要領において「個々の児童又は生徒が自

立を目指し、障害による学習上又は生活上の困難を主体的に改善・克服するために必要な知

識、技能、態度及び習慣を養い、もって心身の調和的発達の基盤を培う」ことが自立活動の

目標とされていることから、「自立性の向上」の根拠となる実践事例として自立活動を挙げ

ることは妥当であると言える。このように自立活動を行っている等の実践は適正規模校から

も寄せられた。 

 「日常生活に必要な事柄を自分の力で進んでできるように、生活経験を広げられるように、

教育課程に『日常生活の指導』『生活単元学習』『自立活動』等を組み込んでいる」、「特

別支援学級における自立活動、通級指導における改善」等の回答から特別支援学級を中心と

した盛んな自立活動の実践が行われていることが分かる。 

小学校学習指導要領及び中学校学習指導要領解説（総則等編）では、特別支援学級又は通

級による指導において特別の教育課程を編成する場合に「特別支援学校、小学部・中学部学

習指導要領を参考とし、例えば、障害による学習上又は生活上の困難の改善・克服を目的と

した指導領域である『自立活動』の内容を取り入れる」などして、実情に合った教育課程を

編成する必要があることが示されている（特別支援学校学習指導要領 自立活動編）。このこ

とから、特別支援学級及び通級指導教室における自立活動は学習指導要領で提示された根拠

のある取り組みであり、自立性の向上を図っていると言える。 

この項目において、小規模校と適正規模校双方が自立活動を「自立性の向上」の根拠とな

る実践事例として挙げた。 

「Q9 地域社会への参加促進を図っているか」の平均得点に関して、小規模校の平均点は

4.33±0.98、適正規模校の平均点は 3.00±0 であった。根拠となる実践事例として、小規模校

では、「地域行事への参加（おもと入植祭・きび刈り・お盆のエイサー）」等児童生徒が地

域行事に積極的に参加する取り組みがなされていた。また、「地域は児童生徒に対していつ

も近い存在で見守っており、少ない分全員が地域行事へも参加しなければならない」という

記述からは、小規模校が帰属する集落自体が小規模であるため、児童生徒が地域行事に参加

することで地域行事を存続させている状況が推測される。「参加しなければならない」とい

う必要に迫られた地域との関わりではあるが、それによって地域住民が身近な存在として児

童生徒を見守ることに貢献しているという点では、インクルーシブ教育推進の観点から見て

優れた実践であると言うことができる。加えて、地域行事において子どもたちの活躍の場が

得られることで、子どもたちの自己肯定感や達成感を育成することが期待される。 

対して適正規模校においては、「地域学習の一環として、郷土芸能（三線、舞踊、棒術）

や方言学習の機会を設け、地域行事である豊年祭での奉納舞踊や、運動会では棒術、学習発

表会では方言劇などを披露し、地域の一員としての意識付けを図っている」など、積極的に
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学校教育の中に地域住民との連携に基づく学習を組み込んでいる実践が多くみられた。文部

科学省は新学習指導要領に基づいて各学校が教育課程を編成する際、「社会に開かれた教育

課程」を意識することを求めている。文部科学省（2015）は「社会に開かれた教育課程」の

重要な点の一つとして「３．教育課程の実施に当たって、地域の人的・物的資源を活用した

り、放課後や土曜日等を活用した社会教育との連携を図ったりし、学校教育を学校内に閉じ

ずに、その目指すところを社会と共有・連携しながら実現させること」を挙げている。これ

は、学校における教育活動を地域住民や PTA と協力して行うことを含んでいると考えられる。 

上述した２つの実践事例は、インクルーシブ教育に関わる実践としてのみならず文部科学

省が推進する「社会に開かれた教育課程」に関する実践としての重要性を有しているのであ

る。 

この項目に関して、平均点に 1 点以上の差が出ている理由として、小規模校における教育

活動の多くは地域住民の協力なくして成り立たないため、回答者が地域社会への参加をより

強く実感していることが考えられる。 

「Q10 障害理解の促進を図っているのか」に関して、小規模校の平均点は 3.75±0.87、

適正規模校の平均点は 2.75±0.50 であった。 

根拠となる実践事例について、小規模校においては、「人権教育や道徳の時間において関

連付けた指導の充実を図っている」等、人権教育や道徳の時間を利用して障害理解教育を促

進している学校が多くみられた。 

「毎月『人権の日』を位置づけるとともに各教科・道徳などその他全教育活動において人

権教育(障害理解)等について学ぶ機会を設けている。中学部『合同道徳』など」等、月ごと

の定期的・計画的な障害理解教育を行っている適正規模校もみられた。 

この項目に関して、さらなる障害理解の促進を図るために、定期的・計画的かつ継続的に

障害理解教育を推進していく必要がある。 

「Q11 インクルーシブ社会構築のためのリーダー育成を図っているのか」に関して、小

規模校の平均点は3.50±0.67、適正規模校は2.25±0.50であり、各項目の中で最も低い結果と

なった。 

唯一の最高評価をつけた小規模校では、「キャリア教育の視点を踏まえた講演会の実施」

を評価の根拠となる実践事例が挙げられた。文部科学省（2011）は、「小学校キャリア教育

の手引き（改訂版）」において、キャリア教育で育成すべき力、「基礎的・汎用的能力」の

ひとつに人間関係形成・社会形成能力を掲げている。その具体例としてリーダーシップが挙

げられていることから、キャリア教育を通してリーダーシップを育成することは妥当である

と言える。しかし、「インクルーシブ社会構築のためのリーダー」とキャリア教育で育成す

べき力としてのリーダーシップを同一視してよいかを検討する必要がある。 

その他に小規模校から挙げられた実践として、「学年を意識させた役割決め、ペア作り」

がみられた。在籍児童生徒が少ない小規模校において、普段の学校生活で直接関わりあう児

童生徒が、上級生と下級生で適した役割を担うことで、年長者としての自覚や年少者に対す

る慈しみ、年長者に対する憧れが育まれることが期待される。 

一方で、「自分に自信を持てない児童がいるが、様々な行事や学習活動を通して積極的に

なりつつある。しかし、リーダーを育成するという視点では、まだまだ指導が行き届いてい

ない面もある」として、児童の自己肯定感の向上という点では改善が見られるが、リーダー

育成という点では十分とはいえないという小規模校もみられた。指導が行き届いていないと
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述べられているが、多様な個性を受け入れ支援ができる支持的風土が形成されている学校で

あれば、インクルーシブ社会におけるリーダー育成のための学習活動は実践可能であると考

えられる。 

適正規模校においては、有効回答3件中2件が、「特別支援教育コーディネーター研修会を

始め、各種インクルーシブ教育関係研修会等への関係職員を参加させるとともに、研修報告

会を持ち、教職員の資質向上へつなげている」等の教職員間のリーダー育成に関する事例で

あった。資質向上のための研修を積極的に行っていることが読み取れる。 

一方で、「支援が必要な子に対して、個と個のつながりはあるが、集団になるとサポート

してくれる子がいないことが悩み」と在籍児童生徒数が多い適正規模校ならではの困り感も

明らかになった。集団活動になると自身の学習活動への参加が優先されるため、友人のサポ

ートまで気が回らないということだと考えられる。一部の児童生徒が支援を担うのではなく、

集団全体で支援を要する児童生徒の支援を行う意識を育むことが求められる。一人ひとりが

主体的に支援を要する児童生徒と関わりあうことで、インクルーシブ社会の担い手としての

自覚を育成することができるのである。 

インクルーシブ社会におけるリーダーを育成するために、障害理解教育を推進するととも

にその根幹を成す他者理解を深めるための実践の充実が求められる。 

「教育課程の改善」において、3領域の中で最も八重山圏域の離島らしさがよさとして表れ

た領域であった。小規模校・適正規模校の双方で自立活動を取り入れた実践が行われていた。

また、地域行事への参加、地域住民の協力による地域学習・体験学習の実施が見られた。人

権教育の一環として障害理解教育が行われていたが、リーダー育成に関する実践は充実して

いなかった。児童生徒の障害理解を養うとともに社会性や積極性を育むことで、インクルー

シブ社会を牽引するリーダーが育成できるであろう。
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ABSTRACT 

In Japan, the declining birthrate and aging population is serious, and the consolidation 

and elimination of small-scale schools are proceeding in depopulated area. As inclusive 

education is being promoted, we believe that clarifying the superiority of inclusive 

education at small-scale schools will maximize the merits of small-scale schools. 

In this study, we compared Inclusive Education Assessment of small-scale schools with 

appropriate-scale schools on points of view of amount and quality. 

From January to March 2016, we conducted a questionnaire survey to 17 special 

support education coordinators working at elementary and junior high schools in the 

Yaeyama area.  

Small-scale school’s score was higher than appropriate-scale schools on “Security of 

rights” and “Improvement of curriculum”. With respect to the average point comparison 

of each item, the small-scale schools for all items were comparable or higher than that for 

the appropriate-scale schools. There were qualitative differences in practice between 

small-scale schools and appropriate-scale schools on grounds of practical cases. 

We clarified Inclusive Education Assessment of small scale schools was better than 

appropriate scale schools. Additionally, we clarified high level educational activity was 

practiced in small-scale schools. 

We hope that this study will be an opportunity to maximize the merit of small-scale 

schools all around the country. 
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